
投資に関する税制の現状１ 
（2012年6月時点、投資家関係分のみ） 
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10％ 

業界の 
税制改正要望 

譲渡益課税の軽減
措置延長要望 

日本版ＩＳＡ 

軽減措置の終了を
前提にした制度導入 
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少額非課税投資口 
毎年100万円以内 

※未使用分の金額の 
繰越しは出来ず 
 

※途中で売却した場合
は、非課税措置終了 
 
※取りあえず３年間 

日本版ＩＳＡの 
拡充要望 

譲渡益課税の軽減
措置が延長されな
かった場合でも、配
当課税の軽減措置

を要望 

軽減措置の終了を
前提にした損益通算
の拡大検討 



投資に関する税制の現状２ 
（2012年6月時点、投資家関係分のみ） 

投資の損益通算 

上場株式等の 
配当・譲渡所得 

・上場株式の損失 
・公募株式投信の損失 

先物取引等の雑所得 
・有価証券先物取引の損失 
・ＦＸ取引の損失 
・商品先物の損失 

債券は、キャピタルゲインやロ
スとインカムゲイン間の損益通
算を２０１４年から可能に 

現状の損失の
繰り越しは其々
３年間 

業界の 
税制改正要望 

３年間の繰越控除 
期間の延長 

株式・債券・ディリバ
ティブ間の損益通算
が一体的に可能な

措置 

譲渡益課税の
軽減措置流量
が前提条件 

日本版401Ｋの
拡充 

確定拠出年金 
約４３０万人 

 
２０１２ 年１月から、事業主が拠出

する掛金の範囲内で従業員の拠
出（マッチング拠出）が可能に 

・拠出限度額の引き上げ 
・加入者対象の拡大 
・途中引出し要件の緩和 

非課税の個人奨学
金投資口座制度の
創設 

ＣＦＤなどの 
申告分離課税化 


